
建設事業では、事業活動に伴いエネルギーや資材が
投入される一方、CO2や建設副産物などが排出されま
す。地球環境の保護・保全のためには、これらの投入
量、排出量を把握することが重要となります。　

当社は、循環型社会の構築のため、環境マネジメン
トシステムを適正に運用することで、排出量の削減や
リサイクル率の向上を目指しています。

2018年度には、建築事業における建て替え・解体工

事の受注・竣工の増加に伴い、多量のコンクリートガ
ラが排出されましたが、ほぼ100%リサイクルされて
います。このことにより、建設廃棄物全体のリサイク
ル率も前年度から1.2%向上しています。　

なお、INPUTのうち、土砂投入量について2017年度
より大幅に減少しているのは、空港工事に伴う大型埋
立て工事が2017年度に完成したことが主な要因と
なっています。

地球温暖化防止

INPUT

電力 604万 kWh※

軽油 11,339 kl※

重油 5,832 kl※

灯油 143 kl※

生コン 184,857 ㎥
アス·コン 22,880 t
鉄筋 17,601 t
砕石 461,423 ㎥
土砂 429,643 ㎥

社会に創出された価値
（完成工事高）

土木
港湾・空港 612億円
道路 79億円
エネルギー関係 59億円
治山・治水 42億円
土地造成 27億円
上下水道 20億円
その他 127億円

建築
工場 143億円
倉庫・物流施設 98億円
事務所・庁舎 72億円
住宅 62億円
特殊施設 33億円
その他 109億円

OUTPUT

CO2総排出量 44,361 t-CO2
※

建設副産物排出量
コンクリート塊 135,036 t
アスファルトコンクリート塊 15,603 t
建設発生木材 3,564 t
指定副産物以外廃棄物 22,172 t
建設汚泥 38,046 t
建設発生土 454,228 ㎥

※サンプリング調査をもとに原単位を算出し、完成工事高を乗じて算出しています。

再資源化量
コンクリート塊 135,013 t
アスファルトコンクリート塊 15,600 t
建設発生木材 3,496 t
指定副産物以外廃棄物 15,854 t
建設汚泥 33,844 t
建設発生土 427,677 ㎥

最終処分量
建設廃棄物 10,614 t
建設発生土 26,551 ㎥

事業活動

リサイクル率 95.0 %

環境 Environment

マテリアルフロー
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当社は、（一社）日本建設業連合会が策定した環境に
対する取り組み指針「建設業の環境自主行動計画」で掲
げる「建設施工段階におけるCO2排出量を（1990年度
を基準として）2020年度までに20%削減する」という
目標のもと、2005年度より排出量の計測を行うととも
にCO2排出削減活動を推進しています。

2018年度は、29現場をサンプリングし排出量調査
を実施しました。

完成工事高1億円当たりのCO2排出量の推移

土木
2018年度の完成工事高1億円当たりの排出量は、陸

上土木工事で56.7 t-CO2/億円となり、前年度と比較
して9.4 t-CO2/億円の減少となりました。

また、海上土木工事における作業船からの排出量は、
30.1 t-CO2/億円となり、前年度より102.3 t-CO2/億
円の大幅な減少となりました。この減少については、
2017年度にサンプリングされた工事のなかに3隻の浚
渫船を短期間に集中稼働させる工事があり、そのため
一時的に増加したと考えています。

CO2排出量削減率（対1990年度比）

建築
2018年度の完成工事高1億円当たりの排出量は、

20.7 t-CO2/億円となり、前年度と比較して1.4 t-
CO2/億円の減少となりました。大型物流施設等の着
工により、残土運搬等の燃料消費量に変化はありませ
んでしたが、オリンピック施設等の竣工に伴う電気使
用量の減少があり、CO2排出量を押し下げたことが要
因と考えています。

CO2排出量の削減にあたっては、1990年度における
排出量の原単位を陸上土木工事では92.0 t-CO2/億
円、建築工事では24.0 t-CO2/億円を基準として目標
値を設定し、建設機械などの点検整備の徹底、省エネ
運転、アイドリングストップの励行などの実施による
削減活動を推進しています。

2018年度の1990年度比削減率は陸上土木工事
38.4%、建築工事13.8%となり、ともに改善したもの
の、建築工事は目標未達成となっています。

当社では、今後も建設機械・船舶などの点検整備の
徹底による燃料効率の向上ならびに省エネ運転、アイ
ドリングストップの励行に加え、建設副産物の再利用
等による搬出入車両の削減などを実施し、日建連の提
唱する2020年度における目標達成に向けて積極的な
CO2削減活動を推進していきます。
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